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第 1章 問題の所在
本論文のテーマには, 3 つのキーワードが含まれている. 1 つは重複する重い障害をもつ ｢重
症心身障害者｣, 2 つは入所施設での支援とは異なる ｢地域生活支援｣, 3 つはその支援の供給に
必要な ｢費用形成｣ である. そのまま結びつければ, ｢重症心身障害者が地域生活を行うことを
支援するために社会的に必要となる費用はどのくらいか｣, という問いになる. 実証的な調査研
究として取り組んでいる本稿では, ｢個別の重症心身障害者が地域生活を目指すことを支援する
諸事業に, 社会的にどれだけの費用がかかっているか｣ という問いに答えようとしている. つま
り, 実証的に実態費用の形成を把握することに力点を置き, その前提としての地域生活について
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は内容上の限定を与えず, 個別利用者における支援事業の多様な組み合わせのなかに, 段階的に
進む地域生活支援というプロセスを想定する. いいかえれば, どの支援段階でどの程度の費用形
成がみられ, また費用形成の段階的な整理のなかで, どの程度の支援の規則性が見出されるのか,
について把握しようとするものである.
これまでの障害者分野における地域生活支援に関する研究では, 地域生活の概念そのものを明
確に規定しながら, 実証的な研究が進められてきている. 概ね次のような地域生活の要素・指標
によって地域生活が把握されている. その 1つは知的障害分野における入所施設から地域生活へ
の移行に関する調査研究に見出せる. 地域生活の内容を 3つの領域 (生活場所, 日中活動の場,
余暇活動) に分解し, さらにそれらの生活が, グループレベルで確保されているのか, より進ん
で個人レベルで保障されているのかといった生活あるいは利用の単位についても評価の指標とし
て用いられている1. 例えば, 生活の場は, グループのレベルで確保され, 日中活動の場につい
ては個人のレベルにおいて保障されているが, 余暇活動については, グループ・個人のいずれの
レベルでも確保されていないといった評価がなされることになる.
さらに, 地域生活を提供しているサービスの形態や利用の単位で捉えるだけではなく, それら
を組み立てる支援プランの作成や決定の過程を要素として重視する研究もみられる. 地域生活へ
の移行プログラムにおいては, 地域生活支援のためのケアマネジメントやコーディネートが地域
生活支援の要素として重視されている. 他方, 身体障害分野での ｢地域自立生活｣ においては,
こうした専門スタッフによる判断や評価によって地域生活支援が構成されるとみなすのではなく,
当事者の自己決定の要素が重視されることの重要性が指摘されている. 家族が主たる介助者とな
る状況では, 十分な自己決定の基づく生活ができないため, 自己決定が可能な自立生活のスタイ
ルとして, 介助者を使った地域での一人暮らしという地域自立生活が開発されてきた経過のなか
で, 内容が明確にされてきている. 最近, 知的障害分野でも, こうした自己決定への注目が研究
面でも重視されてきている.
本調査研究の前提として, 重症心身障害者の ｢地域生活｣ 概念をどう捉えるかを明確にしなけ
ればならない. 先の研究動向を紹介するまでもなく, そもそも障害者の ｢地域生活｣ という概念
は, 制度的にはグループホーム (知的障害者地域生活援助事業) に端を発している. グループホー
ムは, ｢可能であれば親元で暮らすことが望ましい｣ ということを前提にしておらず, 家族から
自立した居住の場として確立されてきた経緯を持つ2. ｢改革のグランドデザイン案｣ でも自立支
援型システムへの転換が基本的な視点の一つとされ, ｢障害者自立支援法案｣ の第 1 条において
は ｢自立した日常生活又は社会生活｣ を営むことができるような地域社会の実現が目的とされて
いる. 実際, 重症心身障害者の地域生活を支援する生活の場の確保として, ｢ケアホーム｣ の提
案もなされている.
しかし, 本調査において, 本人が家族から自立することを条件とする地域生活の概念をそのま
ま重症心身障害者に援用することには限界があると考える. 地域生活を目指すことを支援する諸
事業を包括的に捉え, 段階的に進む地域生活支援プロセスのなかにそれらを含み, グルーホーム
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の利用者を含めた重症心身障害者の地域生活全般を調査の対象とする. そこで, 段階的に進む地
域生活の指標の 1つとして, 今回の調査では ｢重症心身障害児 (者) 通園事業｣3 (以下, 通園事
業と略す) の利用を採用する. 通園事業そのものの利用は, 地域生活支援のうちの ｢日中活動の
場｣ の支援に相当するにとどまるが, 医療的ケアが必要な重症心身障害者が利用できる通所事業
としては, 最も望ましい日中活動の選択肢といえる4. もちろん, 成人期のライフスタイルを意
識した支援計画の実施が通園事業の取り組みとして遅れていることは否めない. そのようななか
で, 日中活動を超えて, 重症心身障害者のより自分らしい地域での活動へと展開していくための
社会参画や自立プログラムの開発に取り組んでいる実践も見られる5.
今回は地域生活支援のためのプログラムの内容に踏み込んだ分析をする余裕はないが, 調査対
象とした事業者は, いずれも重症心身障害者の地域生活支援のためのプログラムを積極的に開発
してきたところである. 通園事業のなかで多様なプログラムが展開しているとともに, それを補
完する多様な支援が当該事業者やその地域で展開されている. こうした支援の展開を包括的に把
握することによって, 地域生活支援の実態に接近するものである. 他方, これまでの調査研究で
は, こうした地域生活を目指す諸事業において, 実態としてどれくらいのサービスの利用がなさ
れ, 供給費用としてどれだけのコストがかかっているのかについては, ほとんど把握されてこな
かった. 本調査研究はこの点に焦点を当てたもので, 先行例がなく, 支援費制度の適用のないサー
ビスを含めて一体的に計測している点では他に例がない.
こうした費用形成の調査の目的は, ｢障害者自立支援法案｣ が地域生活のための費用確保の方
法として提案されている側面を強くもっていることと関係している. 法案では, 重症心身障害者
においても地域生活重視の考え方が導入されるとともに, その保障を目指すサービスの利用水準
に対して一定の上限設定が制度設計上不可欠という判断もだされている. そこで, 実態としての
費用形成を把握し, 保障の目安としての費用データを提供したいと考えている. ただし, 本論文
では, 費用形成の実証的な研究に焦点を当て, 問題意識の背後にある ｢障害者自立支援法案｣ そ
のものの内容の考察については取り上げていない. 費用形成の把握に限定した論述としても, 相
当の作業を要するからである. 本実態把握の結果・考察を踏まえ, 法案の審議内容や最終的な法
律の内容の検討を経て, 次の機会としたい.
なお, 本論文の構成は, 第 2章で本調査の独自性について触れ, 第 3章, 第 4章, 第 5章にお
いて調査結果の分析を段階的に進め, 第 6章で若干のまとめを行っている. 調査結果においては,
まずサービス利用の実態を時間により把握し, 障害の程度との関連を分析している. 次に, サー
ビス利用量の上昇をサービスパッケージの形成プロセスのパターンから説明する. 最後にそれら
のサービスパッケージがどの程度の費用形成をもたらすか, その要因について分析している. 一
貫して, 訪問系サービスと通所系サービスの組み合わせを重視し, その組み合わせから, サービ
スパッケージを捉えている. ただし, ケアパッケージの形成を支えるケアマネジメントとコーディ
ネートについては, 分析の対象としていない.
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第 2章 本調査の目的と方法
2－1 調査の独自性
本調査研究は, 重症心身障害者が地域社会のなかで生活することを支えているサービス利用の
実態把握に関するものである6. 本調査は, 以下の 3点において独自的なアプローチをとっている.
第 1の特徴は, これまでの知的障害者等に見られる地域生活の支援に関する調査と比較して,
地域生活を支えるサービスについて, すでに前章で紹介したようにグループホームではなく通園
事業をはじめとする通所系サービスを軸に捉えようとしている点である. なぜなら重症心身障害
者を対象としたグループホームは数少なく, 特に医療的ケアを必要とする障害者に対応できるグ
ループホームはほとんど存在しないため, 家族から自立した日常生活を営める状況に至っていな
いからである. それゆえ, 医療的ケアが担保された通園事業は, 一時的であったとしても家族か
ら自立した社会生活を営むことのできる貴重なサービス資源であり, 通所系サービスがもつ社会
性こそが重症心身障害者の地域生活に必要な要素であると考えている7.
第 2 の調査研究方法上の特徴は, 把握の対象である利用サービスの組み合わせを, ケアマネジ
メント (の結果) の視点ではなく, サービス提供機関によって編成される ｢サービスパッケージ｣
の側面で捉える点である. 言い換えれば, 重症心身障害者が地域生活を実現していくためのステッ
プについて, 上記の通園事業を核として, 他の通所系サービス, 訪問系および短期滞在系さらに
は居住系といった多様なサービス機能が補完を果たすというプロセスを踏まえるとの前提に立っ
て, ｢サービスパッケージ｣ の形成がなされるという仮説に基づいている. その仮説の条件とし
て, 本研究での調査対象施設が実際に地域生活を支えるという事業理念を持つ先駆的実践を展開
していることがあげられる8. それらのサービス提供事業所は, サービスの提供経験に基づいて
サービスを多角化, 多機能化していくプロセスを有している. なお, 地域生活を支えるというこ
とは, 必ずしも当該事業所だけで全てのサービスを完結することを意味しない.
本調査研究は, このようにサービスパッケージ形成のプロセスに関心をおく一方で, その結果
としてのサービス総量にも関心を寄せている. その計測指標として, サービスの供給費用を用い
ていることが, 第 3の特徴といえる. 従来, 介護問題は ｢お金｣ の問題ではなく, むしろ ｢お金｣
だけでは解決のつかない社会問題＝｢非貨幣的なニーズ｣ の一つとして議論されてきた9. にもか
かわらず本研究で費用の問題に注目した理由は, 現行の支援費制度が財源不足という課題を抱え
て抜本的な見直しが迫られているという社会的背景, そして新たな法案がサービス供給の費用を
どのように確保するのか, その保障範囲をどうするのかといった文字通り ｢お金｣ の問題と深く
結びついているからである. ここにいう費用の問題は, 利用者負担の部分を指しているのではな
く, サービス供給全体の費用額を表しており, その計測を試みた点は, これまでの地域生活支援
の研究には見られなかった視点といえる.
サービスパッケージの形成がサービス総量の上昇を伴うことを鑑みると, サービス利用実態を
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費用指標で整理することは, パッケージの形成プロセスに一定の規定を与え, 段階として把握す
ることを可能にしている. 本調査の分析過程においては, 費用水準を 3層に設定することで, 重
症心身障害者の地域生活を支えるサービス利用の費用形成上の特性と, パッケージの形成を可能
にする条件について整理している.
2－2 本研究の方法
1 ) 調査の対象
調査対象施設は通園事業を受託している 4法人 5事業所である. これらの事業所の利用者のう
ち, A 型 (1 施設) 36 名, B 型 (4 施設) 26 名を調査対象とした. 調査対象の選定基準として
は, 5 施設のＨ16 年度登録者のうち, 調査期間中に 1回でも利用したものに限定している. また
ライフステージによる利用実態への影響を除外するため 18 歳以上に限定している. それは, 養
護学校卒業後の日中活動の場として開設に至った通園事業の歴史的背景を考慮したものである.
通園事業は, その規模と設置主体により, 以下に紹介するようにA型通園, B 型通園の 2 形
態に大別される. A 型通園は, 重症心身障害児施設や肢体不自由児施設といった医療機関に併
設されているため, 医療, ハビリテーションといった多機能な医療的専門性を特徴とする. 一方,
B型通園は, 知的障害児更生施設や授産施設といった多様な施設に併設されることで, 障害区分
を超えた利用者間の交流や活動プログラムの多機能化が実現されやすい. また, 小規模であるが
ゆえに, 施設特性を活かした質が確保されやすいことも特徴として挙げられる. 表 1では, 本研
究の調査対象施設と調査対象者数を示している.
2 ) 調査の方法
調査方法は, 通園事業スタッフによる家族への聞き取り調査である. 聞き取りの内容は, Ｈ16
年 6 月 1 日から 6 月 14 日に利用した全ての在宅サービスのサービス内容, 供給事業所,
利用時間である. また併せて, 利用者本人の状況および主たる介護者の状況についてスタッフに
質問紙に記入を依頼している. 利用者本人に関しては, 年齢や体重などの属性と, 障害の程度と
して大島分類, 超重症児スコア10, 療育手帳・心身障害者手帳の等級, 排泄介助や食事介助の必
要性といった臨床像である. 主たる介護者に関しては, 利用者との間柄, 年齢, 健康状況, 就労
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表 1 調査対象施設と調査対象者数
通園種別 併 設 施 設 所 在 地 利用定員
登録者数
(H16 年度)
調査対
象者数
ａ A型通園 重症心身障害児・肢体不自由児施設 福岡県北九州市 15 名 43 名 36 名
ｂ B型通園 知的障害者更生施設 (通所) 神奈川県横浜市 5名 8名 6名
ｃ B型通園 知的障害者更生施設 (通所) 宮城県仙台市 5名 7名 6名
ｄ B型通園 知的障害者更生施設 (通所) 宮城県仙台市 5名 7名 6名
ｅ B型通園 知的障害者授産施設 (通所) 熊本県菊水市 5名 13 名 ８名
の有無である.
3 ) 分析方法と対象とするサービスの範囲
本研究では, 調査期間内に対象者が利用したサービスの利用量とそれをもとに算出した費用を
分析対象としている. 対象とするサービスの範囲としては, 地域生活を支えるサービスに限定し
ており, 医療処置や薬価といった医療費については対象としていない. 但し, 訪問看護に関して
は, 利用の主目的が入浴や散歩といった生活支援であったため, 対象範囲内としている. 対象者
が利用しているサービスをその財源別にまとめたものが表 2である.
それぞれのサービスの費用の算出根拠を以下に示す.
①重症心身障害児 (者) 通園事業
各事業所より提供を受けた資料を基に算出している. 具体的には平成 15 年度総事業費
(決算額) を総利用回数で除することで算出している.
②支援費制度によるサービス
支援費の委託費の基準により算出している. 障害程度による利用者区分に関しては, 臨床
像などの調査項目から推察して区分している. 給食, 入浴, 送迎といった加算に関しては,
利用者および各事業所より情報提供を受け, 実績に応じて算出している. なお, 施設の立地
による格差は分析対象外としたため, 級地区分加算は加えていない.
③診療報酬によるサービス
訪問看護・訪問リハビリなどの事業は, 診療報酬単価の基準により算出している. この場
合の交通費などの実費分に関しては, 各事業所より情報提供を受け, 実績に応じて算出して
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表 2 調査対象者が利用しているサービス
財 源 通所系サービス 訪問系サービス 短期滞在系サービス 居住系サービス
国
庫
事
業
委 託 費 重症心身障害児者通園事業
支 援 費
知的障害者デイサービス
身体障害者デイサービス
知的障害者短期入所
(宿泊を伴わない)
居宅介護
・身体介護
・移動介護
・家事介護
・日常生活支援
知的障害者短期入所
知的障害者地域生活
援助事業
診療報酬 通所リハビリテーション
訪問介護
訪問リハビリテーション
市単独事業
小規模作業所 (北九州市)
障害者地域活動ホーム生
活支援事業/一時ケア等
(横浜市)
障害者家族支援等推進事
業/一時介護事業・日中
介護(仙台市)
重度身体障害者訪問
入浴サービス
(北九州市, 仙台市)
障害者家族支援等推
進事業/送迎事業 (仙
台市)
通所施設内とケアサー
ビス事業 (横浜市)
障害者家族支援等推
進事業/一時介護事業・
宿泊介護 (仙台市)
自主事業等 送迎ボランティア
いる.
④市単独事業によるサービス
市から事業所へ支払われる委託金を単価とみなしている. 自己負担金が生じるサービスに
関しては, 自己負担金と委託費を合算した金額としている.
小規模作業所に関しては, 通園事業と同様に総事業費から算出している.
⑤自主事業等
総事業費による算出が可能な事業所に関しては, 通園事業と同様に算出している. その他
の事業所に関しては, 必要経費をそのまま利用者負担金としているとの情報から, 自己負担
金を単価とみなしている.
第 3章 重症心身障害者の ｢地域生活｣ を支えるサービス利用の実態
本章では, 調査対象者のサービス利用の実態, すなわち, 地域生活のために, どのようなサー
ビスを, どの程度利用しているのかを把握することを目的としている. 特に一定水準を上回る利
用ケースに焦点を当て, より詳細に分析を加えている.
3－1 サービス機能別利用率と利用量からみた利用実態
1 ) サービス機能別にみた利用率と利用目的
現在, 介護保険サービスは, 在宅と施設という 2元的な類型から, サービス機能に着目し, 入
所機能を含め 5つの機能類型に再編されている. この分類に基づくと, 地域生活を支援するため
のサービスは, 訪問系サービス, 通所系サービス, 短期滞在系サービス, 居住系サービス 4類型
である. 本研究ではこの類型に基づき, 調査対象が利用したサービスを 4類型に分類している.
なお, 知的障害者短期入所事業にある宿泊を伴わない短期入所事業は, 一時的な施設利用という
機能に着目して, 短期滞在系サービスではなく通所系サービスに分類している (表 1).
図 1 はサービス類型別に全ケースの利用率を示したものである. 通園事業を起点として調査し
ているために通所系サービスの利用率は 100％であるが, 訪問系サービスの利用率も 64.5％とか
なり高いことが示されている. 短期滞在系サー
ビスはイレギュラーな利用であることを考える
と, 重症心身障害者の地域生活は, 通園事業を
はじめとする通所系サービスに, ホームヘルプ
を中心とした訪問系サービスを組み合わせるこ
とで支えられていることがわかる.
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図 1 機能的類型別にみるサービス利用率
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2 ) サービスの利用量
本研究ではサービスの利用総量を把握する指標
として, 利用率の高い通所系サービスと訪問系サー
ビスとの利用時間の合計を用いる.
利用量の指標として利用回数ではなく利用時間
に着目したのは, サービスを利用している時間は
利用者に関わる何らかの行為を社会に委ねている
時間であり, サービス利用の直接的な効果を示す
指標として意味があると考えたからである. しかし, 提供形態の違うサービスの利用時間を単純
に合算することは妥当性が欠ける. 特に, 短期滞在系サービスは 1回の利用時間が長く, 睡眠中
のように直接的なケアを必要としない時間も含まれているため, 利用時間すべてが直接的なサー
ビス提供時間とは言えない. また, 居住系サービスにおいては通所系サービス等に出掛けていて
その場にいない時間や, 逆に訪問系サービスを併用して同時に両方のサービスを利用している時
間が存在する. このようなサービス特性を踏まえて, 本研究では, 通所系サービスと訪問系サー
ビスとの利用時間の合計を便宜的に利用総量の指標, すなわち利用水準とみなして, 個別利用ベー
スで比較している.
2 週間の通所系サービスと訪問系サービスの利用時間合計 (以下, ｢通／訪利用時間合計｣ と
する) は, 平均 39.3 時間, 最低 5.5 時間, 最高 105 時間と格差が大きい. 全ケースを概観する
と, 5.5 時間から 50.5 時間まで緩やかな直線状に分布している群 (50 ケース) と, 60 時間以上
で急激に上昇している群 (12 ケース) の 2群に分類できる (図 2).
3－2 利用量が高水準にあるケースの分析
ここでは制度改革における利用水準の上限設定を検討する狙いから, 通／訪利用時間合計が 2
週間で 60 時間以上の高水準の利用ケースに注目して分析を進める. 具体的には, 高水準にある
ケースはどのような障害程度であり, 具体的にどのようにサービスを利用しているかといったサー
ビスの利用実態を整理していく.
1 ) 個人特性と利用水準との関係
通／訪利用時間合計と利用者本人の状況あるいは介護者の状況との間に明確な対応関係は見出
せない. しかし, 60 時間以上利用しているケースに着目すると, 利用者の障害の程度との関係
に 2点の特性が見出せる. 1 点目は, 大島分類との関係であり, 高水準にあるケースは, 1 ケー
スを除いて ｢定義上の重症心身障害者｣ (大島分類 1～4) である (図 3). 2 点目は超重症児スコ
アとの関係であり, 12 ケース中 10 ケースが超重症児スコア 9以下であり, 残り 2ケースも準超
重症児 (スコア 10～24) であり, 超重症児 (スコア 25 以上) はいない (図 4). つまり, 移動能
力や知能指数でみた障害程度がより重度なケースほど在宅サービスの利用水準は高いが, 逆に医
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図 2 通所系・訪問系サービスの利用時間合計 (2 週間)
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療的ケアを必要とするような医学的に重篤なケースでは一定水準以上のサービス利用がない.
前者に関しては, 要介護度が高いほど在宅サービスの利用水準が上昇する高齢者介護と同様の
傾向であるが, 後者に関しては, より介護を必要とする重症者の利用水準が低いという矛盾が生
じている. その理由としては, 健康状態が不安定なために定期的なサービス利用ができない, あ
るいは介護者の不安が強くて他人に委ねきれないといった利用者側の要因と, 医療ニーズに対応
できる事業所の不足という供給システム側の要因の双方が考えられる.
このように障害程度による利用特性が見出せるものの, 個別格差が大きく, 障害の程度が利用
水準を決定づける個人特性であるとは言い切れない.
2 ) サービス機能別利用量と利用水準との関係
ここでは, サービスの利用総量と機能別にみたサービスの利用構造との関係に注目する. 図 5
は, 通所系サービスの利用量と利用総量 (通／訪利用時間合計) との関係を示している. グラフ
中に挿入した斜線は通所系サービスと利用総量とが同値のケースであり, この斜線からの距離は
訪問系サービスの利用量を示していることになる.
利用総量が 60 時間以上のケースはいずれも訪問系サービスを組み合わせており, 通所系サー
ビスのみで 60 時間以上の利用総量を賄っているケースは存在しない. この理由としては, 通所
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図 3 通／訪利用時間合計と大島分類との関係 図 4 通／訪利用時間合計と超重症児スコアとの関係
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図 5 通／訪利用時間合計と通所系サービス利用時間との関係
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系サービスは 1利用あたりの利用時間が規定されていること11, 休日や設定時間外の利用が出来
ないこと, 利用定員枠との関係から利用回数に制限が設けられていること等が挙げられる. こう
した集合的利用であるが故の制約により, おのずと利用量に上限が設定されることになる. その
結果, 利用総量確保のための手段として, 通所系サービスに訪問系サービスを組み合わせて利用
することになる.
組み合わせる訪問系サービスの利用量をみると, 個別格差が大きい. 訪問系サービスの利用は
まったく利用しない 22 ケースを含めて, 2 週間で 20 時間以下に 62 ケース中 56 ケースが集中し
ている. これは, 訪問系サービスの 1 回あたりの利用時間が 0.5～2 時間と短いために, 利用回
数が増えても総利用時間の伸びは少ないという利用特性によるものである. 一方で, 訪問系サー
ビスが概ね 40時間以上と突出しているケースも 5ケース存在する. これら 5ケースの通所系サー
ビスの利用時間は分散しており, 訪問系サービスと通所系サービスの利用時間に一定の対応関係
は見出せない. しかし, 5 ケースがいずれも利用総量として 60 時間以上の高水準ケースである
ことから, 訪問系サービスの利用動向が利用水準の上昇を誘導していることが指摘できる.
3 ) 高水準ケースのウィークリープラン
このような高水準のサービス利用を, ウィークリープランから概観する.
3 ケースは 2 週間で 60 時間以上のサービスを利用しているが, この利用水準では, ほぼ毎日
何らかのサービスを利用していることになる. 重症心身障害者は日常生活全般において何らかの
介護を必要としており, 見守りも含めると 24時間介護が必要である. それゆえに, 単発的なサー
ビス利用ではなく, 定期的且つ恒常的なサービス利用としてパッケージ化されている. しかしサー
ビス利用の密度は, さほど濃いとは言えない. この 3ケースでも 1日あたりの利用時間は, 平日
10 日間の利用と想定して 6 時間に過ぎず, 家族介護者に頼らざるを得ない時間が夜間や休日に
とどまらない状況にある. そもそも通園事業は毎日通うことを前提としていないため, 通園事業
を核としたウィークリープランでは利用総量が確保しにくい. にもかかわらず, 利用者が通園事
業を核としてウィークリープランを選択するのは, そのことにより実現されている地域生活を肯
定的に評価していることの証左といえる.
3 つのウィークリープランの構成上の共通点は少なくとも 2点ある. 1 点は, 毎日が同じプロ
グラムではないことである. 毎日通うことを前提とした通所施設と違い, 通園事業では利用者と
介護者のニーズに応じて, 他の通所系サービスを利用することが可能となる. このケースでは,
通園事業では提供されない入浴介助などの機能を目的としてデイサービスを利用したり, 一時的
にレスパイトサービスを利用したりしている. もちろん, 利用者のニーズがあり, 事業所がそれ
を受け入れるキャパシティが整っていれば, 毎日通園事業を利用するケースも存在する. 通所系
サービスは, 集合的利用のために単機能になりがちである. しかしこれらのウィークリープラン
では, いくつかの通所系サービスを組み合わせることで, 多機能性を確保している. もう 1点は,
ホームヘルプ等の訪問系サービスの利用目的が多様なことである. 入浴をはじめとする身体介護,
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家事援助, 外出支援と多岐に渡って利用している. このことは訪問系サービスが多機能であり,
利用者のより個別的な地域生活の実現を訪問系サービスが担っていることを示している.
このように通園事業をベースに通所系サービスと訪問系サービスを組み合わせることは, サー
ビス利用の総量を増加させ, 密度の濃い支援を確保することを目的とするとともに, 実現しうる
地域生活が質的に高まることを可能にしている.
次章以降は, 事例的に見てきたサービスの組み合わせとその形成過程について, サービスのパッ
ケージ化におけるタイプ分類を通じて, 分析を試みる.
事例：高水準ケースのウィークリープラン
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月 火 水 木 金 土 日
AM
訪問入浴
サービス
B型通園事業 B型通園事業
ヘルパー(外出)
デイサービス(入
浴)
B 型通園事業
PM
機能訓練
歯科通院
ヘルパー(通院)
リハビリ, レーザー
治療, カニューレ交換
B 型通園事業
15：30 送迎
デイサービス
病院 (診療,
機能訓練)
ヘルパー
(外出)
帰宅後
その他の利用機関 レスパイトサービス (仙台市障害者家族支援推進事業)
月 火 水 木 金 土 日
AM
9：30 送迎
B型通園事業
ヘルパー (家
事・身体援助)
入浴サービス
9：30 送迎
B型通園事業
ヘルパー (家
事・身体援助)
B型通園事業
ヘルパー
＊隔週
PM
B型通園事業
15：30 送迎
ヘルパー(通院)
リハビリ, レーザー
治療, カニューレ交換
B 型通園事業
15：30 送迎
ヘルパー (散
髪・入浴)
B型通園事業
帰宅後 ヘルパー (食事) 訪問看護
その他の利用機関
・仙台市発達相談支援センター
・レスパイトサービス (仙台市障害者家族支援推進事業)
月 火 水 木 金 土 日
AM B型通園事業 B型通園事業 B型通園事業 B型通園事業 B型通園事業
ヘルパー
(外出)
ヘルパー
(外出)
PM B型通園事業 B型通園事業 B型通園事業 B型通園事業 B型通園事業
帰宅後 重心対応グループホーム ヘルパー入浴
その他の利用機関 月 1回 B型通園事業宿泊体験
第 4章 ｢地域生活｣ を支えるサービスパッケージの形成プロセス
本章では, 地域生活を支える社会的なサービス利用の構造をサービスパッケージとして捉え,
サービス機能の組み合わせと利用水準との関係を再整理する. また, サービスパッケージが形成
されるプロセスを条件付ける要因, あるいは機能的に形成されたサービスパッケージが形づくる
地域生活の質について考察を進める.
4－1 サービスパッケージと利用水準との関係
ここでは前章で事例的に見てきたサービス利用の構造を, サービス機能を組み合わせたサービ
スパッケージとして捉え, 利用水準との関係を再整理する.
サービスパッケージを分析するための枠組みとして, 類型化を試みたものが図 6である. 通園
事業を起点として, サービス機能を組み合わせることによりサービスパッケージが形成されるプ
ロセスを示している. 利用率の高い通所系サービス, 訪問系サービスを 2軸で配置することで 4
タイプに, さらに居住系サービスを利用するケースは別に 1タイプと設定している. 短期入所な
どの一時滞在系サービスはイレギュラーな利用であり, 通所系・訪問系サービスの基本的な利用
タイプに補足的に組み合われているとみなし, 分類軸に設定していない.
ここで注目したい点は訪問系サービスの利用が大きく 2分されることである. 訪問系サービス
の利用時間に個別格差が大きいことは既に前章で指摘したとおりである. 具体的なサービス内容
に注目すると, 主にホームヘルプといった単独サービスのみを利用するケースと, 訪問看護や訪
問入浴などいくつかのサービスを組み合わせているケースとが存在する. このように訪問系サー
ビスの利用構造が錯綜していることは, サービスパッケージの多様さを 2軸だけで表現すること
の限界ともいえる. そこで, 利用水準との関係を整理するために, 利用タイプⅢ, Ⅳをさらに分
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図 6 サービスパッケージの形成
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類して, 利用した訪問系サービスが 1 種類のケースをⅢ－1 およびⅣ－1 と, 2 種類以上のケー
スをⅢ－2およびⅣ－2としている.
全ケースの構成割合をみると, 通園事業を含む通所系サービスのみを利用するタイプ (Ⅰ・Ⅱ),
通園事業に訪問系サービスを組み合わせるタイプ (Ⅲ), 通園事業と訪問系サービスという組み
合わせにさらに通所系サービスもしくは居住系サービスを組み合わせるタイプ (Ⅳ・Ⅴ) の 3タ
イプにほぼ三等分される.
A 型通園利用ケースと B型通園利用ケースを比較すると, B 型通園利用ケースではタイプⅡ
が存在しないこと, 訪問系サービスを利用するタイプⅢ・Ⅳ・Ⅴ, 特に訪問系サービスを 2種類
以上利用するタイプⅢ－2・Ⅳ－2が相対的に多いことの 2点が特徴として挙げられる. 前者は,
A型通園事業の平均利用回数が 2週間で 3.5 回であるのに対しB型通園事業は 6.9 回と多いこと
から, 他の通所系サービスを使う機会がないもしくはその必要性がないことが要因として挙げら
れる. 後者に関しては, これらの事業所が居宅介護の事業所を併設していることとの関連が推察
されるが, この点に関しては次節に委ねる. なお, 短期滞在系サービスを利用したのは 8ケース
あり, こちらは平均利用回数で見るとA型通園が有意に高い.
各利用タイプの平均利用総量 (通／訪利用時間) をみると, 概ね 4段階に分けることができる
(図 7). 具体的には, 20 時間程度 (Ⅰ), 35 時間程度 (Ⅱ, Ⅲ― 1), 50 時間程度 (Ⅲ―2, Ⅳ),
80 時間程度 (Ⅴ) の 4 利用水準である. 通園事業に通所系サービスや訪問系サービスといった
サービス機能を組み合わせることで利用水準が上
昇しているが, タイプⅢ－2とタイプⅣとの関係
では利用するサービス機能が増えても利用水準は
増加しない. このことは, 一方のサービスが他方
のサービスを補填する関係にあり, 一方の利用量
が増加することで, 他方の利用量が減少するとい
うメカニズムがあると考えられる.
平均的にみた利用水準が利用タイプ別に段階的
に高まっていることからすると, 利用水準の上昇
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表 3 利用者の利用タイプ別ケース数と総利用量
Ⅰ Ⅱ
Ⅲ Ⅳ
Ⅴ 合計
Ⅲ－1 Ⅲ－2 Ⅳ－1 Ⅳ－2
ケ
ー
ス
数
(
％)
A 型通園
7 8 11 8 3 9 6 3 1 36
(19.4%) (22.2%) (30.8%) (22.2%) (8.3%) (25.0%) (16.7%) (8.3%) (2.8%) (100%)
B 型通園
6 0 9 5 4 9 5 4 2 26
(23.1%) (0%) (34.6%) (19.2%) (15.4%) (34.6%) (19.2%) (15.4%) (7.7%) (100%)
総 数
13 8 9 13 7 18 11 7 3 62
(21.0%) (12.9%) (34.6%) (21.0%) (11.3%) (29.0%) (17.7%) (11.3%) (4.8%) (100%)
平均利用
総量 (2W)
22 35.6 39.4 33.6 50.1 46.6 44.9 49.3 80.2 39.3
図 7 利用タイプ別にみる通／訪利用時間合計 (2W)
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がタイプ間の移動を伴う傾向にあると考えられる. 一方で, サービスの利用水準の上昇は, 支援
の密度としての高まりの指標と捉えることができる. つまりは, 利用タイプ間の移動は重症心身
障害者が地域生活を実現するための支援の高まりであり, 多様なサービスパッケージはそのステッ
プだと言える. 本調査は横断的に重症心身障害者のサービスパッケージを捉えようとしたもので
あり, 個別ケースのサービスパッケージの形成プロセスに焦点を当てたものではない. よって,
ここで取り上げようとしているサービスパッケージ形成のステップは, 利用者個人のパッケージ
化の段階ではなく, 重症心身障害者の地域生活を支えるためのサービス利用の総体としての形成
プロセスであることを確認しておきたい. 利用水準の高まりからすると, この形成プロセスは,
モデル的に 3パターンが設定できる.
通園事業に通所系サービス, さらに訪問系サービスと組み合していくパターン
：タイプⅠ→Ⅱ→Ⅳ
通園事業に訪問系サービスを組み合わせ他利用していくパターン
：タイプⅠ→Ⅲ－1→Ⅲ－2
通園事業に訪問系サービスを組み合わせ, さらに通所系もしくは居住系サービスを組み合わ
せていくパターン
：タイプⅠ→Ⅲ→ⅣもしくはⅤ
そこで次節では, サービスパッケージ形成されるプロセスを条件付ける要因, あるいは機能的
に形成されたサービスパッケージが形づくる地域生活の質について考察を進める.
4－2 サービスパッケージの形成プロセスの条件と効果
ここでは, 地域生活を実現していくためのプロセスが, 通園事業の利用を前提としたサービス
機能の組み合わせにより形成されるという本調査研究の仮説に基づき, そのプロセスを条件付け
る要因として通園事業所の事業展開を位置づけている.
また一方で, こうした機能的なサービスパッケージの形成プロセスが地域生活の質にどのよう
な高まりをもたらすのかについても, 考察を加える.
1 ) サービスパッケージの形成プロセスを条件付ける要因
サービスパッケージの形成は, そのパッケージを可能にする条件, すなわち供給資源の確保が
前提となる. ここでは通園事業所ごとの利用の傾向を比較することで, 事業所の展開とサービス
パッケージの形成プロセスとの関係を整理する.
表 4は, 事業所ごとのサービス利用率と, その供給事業所を示したものである. 事業所間で利
用率に格差が大きいサービスは, ホームヘルプと訪問看護である. また, 短期入所は支援費事業
であるにもかかわらず利用率の格差が大きく, 利用者の 2割が利用している事業所とまったく利
用のない事業所に分かれる. このように事業所ごとに一定の利用傾向が生じる背景は, 当該事業
所の事業展開との関係から 2点に整理できる.
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1 点目は, サービスパッケージの形成プロセスが, 通園事業所がもつサービス資源に依拠して
いることである. ホームヘルプの利用率は事業所 c, d, e で 6 割以上と高く, 利用者の 5割以上
は同一法人内の供給で賄われていることが特徴である. 知的障害者短期入所に関しても同様に,
同一法人内で提供が可能な事業所 aでの利用率が高い. このように, 事業所の事業展開が, サー
ビスパッケージの形成を誘導していることが指摘できる.
もう 1点はその逆であり, 事業所の事業展開が, 利用ニーズすなわちサービスパッケージの形
成を可能にするために, 誘導された結果だという点である. ホームヘルプ事業を例にとると, 通
園事業をはじめとする通所系サービスの利用だけでは解決できない夜間や休日といった時間的制
約への対応であったり, 集合的利用では対応が難しい外出支援や自宅での家事といった個別対応
の必要性に直面することで, 事業所が新たなサービスを開発し事業展開していった経緯を持つ.
また, 事業所そのものが事業展開するのではなく, 当事者や支援者をエンパワーメントすること
で新たな資源を開発する例もある. 事業所 a では, 通園事業の利用希望が定員枠を上回る状況
で週 1～2 回に利用が制限されていたため, 親の会が中心となって ｢日中活動の場づくり｣ とし
て小規模作業所が作られた. このように事業所がサービス提供経験に基づいてサービスを多角化,
多機能化していくプロセスが, 結果的にサービスパッケージの形成を誘導していくというメカニ
ズムが成立している.
こうした事業所の展開は, ｢自分たちで地域生活を支えぬこう｣ とする支援者の事業理念がサー
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表 4 事業所別サービス利用率
サービス形態 通 所 系 サ ー ビ ス 訪 問 系 サ ー ビ ス 宿泊系サービス
グループ
ホームサービス名
通園
事業
作業所
デイ
サービス
日帰り
ショート
通院
リハ
レスパイト
日中
一時
ケア
ホーム
ヘルプ
訪問
入浴
訪問
看護
訪問
リハ
送迎
ボラ
レスパイト
日中
知障者
ショート
ナイト
ケア
施設名
財源 他の
公費
他の
公費
支援費 支援費
診療
報酬
市単独
事業
支援費
他の
公費
診療
報酬
診療
報酬
自主
事業
市単独
事業
支援費
市単独
事業
支援費
Ａ
型
a. ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●
n＝36 36(100%) 8(22%) 8(22%) 4(11%) 1(3%) 14(39%) 4(11%) 5(14%) 1(3%) 5(14%) 7(19%)
Ｂ
型
b. ● ● ○ ○ ○ ○ ●
n＝6 6(100%) 2(33%) 1(17%) 4(67%) 1(17%) 2(33%) 2(33%)
c. ● ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ●
n＝6 6(100%) 1(17%) 1(17%) 2(33%) 4(67%) 1(17%) 2(33%) 1(17%) 1(17%)
d. ● ● ● ○ ○ ● ●
n＝6 6(100%) 1(17%) 3(50%) 1(17%) 2(33%) 1(17%) 1(17%)
e. ● ○ ○ ●*○* ●
n＝8 8(100%) 1(13%) 3(38%) 4(50%) 2(25%) 1(13%)
B 型合計 ● ● ○ ○ ○ ● ● ●*○* ○ ○ ○ ○ ● ● ●
n＝26 26(100%) 1(4%) 1(4%) 2(8%) 3(12%) 2(8%) 2(8%) 11(42%) 4(15%) 2(8%) 7(27%) 1(4%) 2(8%) 2(8%) 2(8%) 2(8%)
全ケース合計 ● ○ ● ○ ● ○ ○ ● ● ●*○* ○ ○ ○ ○ ● ● ● ●
n＝62 62(100%) 8(13%) 1(2%) 9(15%) 4(6%) 2(3%) 4(6%) 2(3%) 2(3%) 11(18%) 18(29%) 6(10%) 12(19%) 2(3%) 7(11%) 2(3%) 7(11%) 2(3%) 2(3%)
＊事業所 eのホームヘルプ利用者 1名が自施設と他事業所の両方を利用しているため, 実際にはホームヘルプの利用者は事
業所 e 5 名 (63％), B 型利用ケース 15 名 (58％), 全ケース 29 名 (47％) である.
●は利用する通園事業と同施設または併設施設を利用するケース, ○はその他の事業所を利用するケースを示す.
ビスパッケージの形成に反映されている表れである. しかし必ずしも, 当該事業所だけで全ての
サービスを完結することを志しているわけではない. 事業所 b では, ホームヘルプや訪問看護
の供給資源を同一法人内に有しているにも関わらず, 利用者は他法人のサービスを利用している.
このことは, 当該事業所で利用者を抱え込むのではなく, できる限り地域社会に既存するサービ
スを利用することによって, 利用者が ｢地域社会の一員として存在する｣ ことを志向する事業理
念に基づいている. こうした事業所のマネジメント力が, サービスパッケージを形成している例
といえる. いずれにしても, 通園事業所の利用理念がサービスパッケージの形成プロセスを条件
付けているといえる.
しかし, 同一通園事業所のケースであってもサービスパッケージが多様なことからすると, こ
うした事業所側要因だけではパッケージの形成プロセスは説明できない. サービスパッケージの
形成プロセスには, 自らの利用経験を根拠に形づくられる利用者の利用意識が反映されている.
障害者福祉では, 介護保険のケアマネージャーのような独立したケアマネジメント機能がないた
め, サービス選択が本人や家族介護者に委ねられているケースが大半である. サービスパッケー
ジは利用開始当初から完成されたものではなく, 利用する過程のなかで徐々に形成されていく.
最初は外部からの働きかけによる試行的な利用であったり, 介護者の都合による緊急避難的な利
用であったとしても, その利用をきっかけに利用意識が高まり, 抵抗感が軽減されることで次の
サービス利用へとつながっていくといったメカニズムが成立している.
2 ) サービスパッケージの形成がもたらす効果
3－1 で整理したように, 利用タイプ間の移動, すなわちサービスパッケージの形成プロセス
は重症心身障害者が地域生活を実現するための支援の高まりだと捉えることができる. ここでは,
機能的なサービスパッケージの形成プロセスが, 地域生活の質をどう形づくっているかについて,
3 点に整理している (図 8).
1 点目は, 日中活動を支えるためのサービス利用がもたらす効果である. 日中活動を支えるた
めのサービスとしては, 通園事業や小規模共同作業所といった通所系サービスが挙げられ, 形成
プロセスとしてはタイプⅠおよびⅡの段階といえる. 家族から離れて通所系サービスに ｢通う｣
ことは, 自立した地域生活への最初のステップとなり, 家族にとっても一定の時間を介護から開
放させるという効果をもたらしている. 今回の調査対象とした通園事業所では, 地域社会とのつ
ながりを大切にした活動プログラムや授産的な日中活動を展開することにより, 利用者の人間関
係や自己役割の拡大を図ろうとしている.
2 点目は, 身体介護を中心とした日常生活行為を支えるためのサービス利用がもたらす効果で
ある. 通所系サービスであるデイサービスや宿泊を伴わない短期入所, 訪問系サービスであるホー
ムヘルプ, 訪問看護, 訪問入浴サービスなどが該当する. これらのサービスは入浴や食事介助と
いったサービス内容において代替関係にあり, 通所系サービスを選択するか, 訪問系サービスを
選択するか, あるいはその両方を選択するかは, 住宅事情や要介護度・医療的ケアの必要性といっ
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た利用者の個別特性や供給資源側の条件に左右される. 利用タイプⅡ, Ⅲ, あるいは利用タイプ
Ⅳの一部がこの段階に位置する. こうしたサービスの利用は, 家族介護者を一時的に介護負担か
ら解放するが, 結果的には家族とともに過ごす地域生活を支えるための在宅生活の支援の域を出
ない.
3 点目は, 家族から自立した地域生活を拡大するためのサービス利用である. この段階では,
家族介護を前提とはしておらず, 本人と地域社会との関係を構築し, 地域生活をより豊かなもの
へと高めることを志している. 具体的には, ガイドヘルプなどを利用して家族以外との外出する
ケースや, グループホームとホームヘルプを利用して自立生活をするケースなどが該当する. 形
成されるサービスパッケージは, 居住系サービスを利用するタイプⅤに限らず, 通所系サービス
と訪問系サービスを組み合わせるタイプⅣや訪問系サービスの利用が促進されているタイプⅢ―
2も含まれる.
本調査結果では最終的な地域生活の形であるとされる家族から離れて地域で暮らすことに至っ
ているケースは, グループホームを利用する 2例に限られており, 重症心身障害者の地域生活が
困難な現状を示している.
サービスパッケージが形作る地域生活の質を仮説的に結論付けるなら, 重症心身障害者が家族
から自立した地域生活を営むには, 通所系サービスだけでは実現は不可能であり, 訪問系サービ
スや居住系サービスを組み合わせることによって実現している. なぜなら, 通所系サービスに
｢通う｣ ことは, 家族介護からの一時的な自立を支えるが, 集合的利用であるために時間的制約
があり, また既存の通所系サービスは日常生活援助やリハビリテーションといった単機能である
ことから, 通所系サービスだけで家族から自立した地域生活全般を支えていくことは難しい. そ
の隙間となる時間やより個別のニーズに対応していくために, 訪問系サービスや居住系サービス
を組み合わせてパッケージ化されている. 通園事業所が通所系サービスであり続けながら多機能
化し, 訪問系サービスなどを併設することで多角化していくことは, こうした限界を打ち破ろう
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図 8 サービスパッケージが実現する地域生活
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とする理念の現われだと考えている.
なお, 今回の分析には短期滞在系サービスに関しては含めてはいない. それは恒常的なパッケー
ジではなく, 緊急避難的な臨時利用が大半を占めるといった理由からである. しかし, 重症心身
障害者の地域生活が家族介護で支えられている現状では, もっとも危惧されるのは突発的, 緊急
的な事情により家族介護が困難な状況にいたることであり, 短期滞在系サービスは最後の砦とし
て, 重症心身障害者の地域生活に欠かせないものとなっていることは忘れてはならない.
第 5章 費用形成からみた重症心身障害者の ｢地域生活｣
本章では, 重症心身障害者の地域生活の実態を費用という側面から捉え, その費用が形成され
るメカニズムについて整理する. この背景には, 現在法案化の途上にある ｢障害者自立支援法｣
が, 利用者負担を含めた財源面の見直しを改革の狙いのひとつとしていることにある. 重症心身
障害はもっとも多くの費用を必要とする障害分野のひとつであるだけに, その費用構造を明らか
にすることは, 実現可能な制度設計に向けた提言となると考えている.
5－1 サービス利用に要する費用
ここでは, サービス利用に要した費用の総額 (以下, ｢コスト総額｣ とする) を, 個別利用ベー
スで比較する. また, その費用を算出する根拠となる各サービスの単価に注目して, 地域生活を
支えるサービスについてコスト面での特性を整理する.
表 5は, サービス間の費用格差に焦点を当てるために, 調査対象者が利用した全サービスの費
用を, 1 時間あたりの単価に換算したものである. 1 利用あたりの単価設定されているサービス
に関しては, 1 利用の単価を平均利用時間で除することで時間単価を算出している. 実態に即す
るために, 送迎・給食・入浴といった加算分を利用実績に応じて加味している. また, 障害程度
区分や施設区分は実態に即して算出している. 但し, 級地区分加算と時間帯加算に関しては除外
している.
この一覧から 3点の特性が指摘できる. 1 点目は通園事業の単価が他の通所系サービスに比べ
て高価であり, 同じ通園事業であっても事業所間格差が大きいことである. 同じ B型通園施設
であっても b事業所と e 事業所では約 2
倍の格差がある. 2 点目は支援費制度で
は同じ枠内のサービスであっても施設区
分等による単価格差が存在することであ
る. 同じデイサービスや短期入所であっ
ても提供する事業所により格差が生じて
いる. 3 点目の特徴は, 訪問入浴サービ
スや短期入所といった特定のサービスの
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図 9 全ケースのコスト総額
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単価が突出している点である. 訪問入浴サービスは同じく入浴を目的としたホームヘルプの身体
介護と比較して約 3倍, 短期入所もグループホームと比較して 1日当たり約 5倍の格差がある.
この単価表を根拠に算出された 2 週間のコスト総額は, 平均￥164,051, 最低￥28,000, 最高
￥480,340 である (図 9).
5－2 サービス利用量と費用形成との関係
ここでは, 第 2章でみてきたサービス利用量と費用形成との関係に焦点を当てる.
図 10 は, 通･訪利用時間合計とコスト総額との関係を示したものである. 第 2章で整理した通
／訪利用時間合計が 60 時間以上の利用水準の高いケースでは, 2 週間で概ね￥200,000 以上に相
当する. そこで, 全ケースをA群：20 万円以上, B 群：10 万円以上 20 万円未満, C 群：10 万
円未満の 3費用水準に分類することで, 費用水準ごとの利用特性について整理する.
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表 5 サービス利用 1時間あたりに要する供給費用
財源 利用したサービス 利用している通園施設 a b c d e
通
所
系
サ
ー
ビ
ス
国の委託費 重症心身障害児者通園事業 ￥5,091 ￥5,388 ￥3,063 ￥4,193 ￥2,643
支援費
デイサー
ビス
知的障害者デイサービス (併設型) ￥747 利用時間 4 時間超 6 時間以
下を 6時間利用のケース
給食・入浴加算を含む, 送
迎は含まない
身体障害者デイサービスⅠ (単独型) ￥1,105
Ⅰ (併設型) ￥915
短期入所
知的障害者短期入所 (宿泊を伴わない)：医療機関 ￥2,031 利用時間 4 時間以上 8 時間
未満を 5時間利用のケース：その他 ￥796 ￥796
診療報酬 通所リハビリテーション ￥4,180 ￥5,580
市単独
事業
小規模作業所
￥1,484
￥1,230
障害者地域活動ホーム生活支援事業/一時ケア等 ￥1,695 利用時間 4 時間未満を 2 時間利用のケース
障害者家族支援等推進事業/一時介護事業・日中介護 ￥1,000
訪
問
系
サ
ー
ビ
ス
支援費
居 宅 介
護(ホー
ム ヘ ル
プ)
居宅介護/身体介護 ￥4,020 ￥4,020 ￥4,020 ￥4,020 ￥4,020
30 分以上 1 時間未満を適応
移動介助は ｢身体介護あり｣
を想定している
居宅介護/移動介護 ￥4,020 ￥4,020 ￥4,020
居宅介護/家事援助 ￥1,530 ￥1,530
居宅介護/日常生活支援 ￥2,410
診療報酬
訪問看護 ￥3,667 交通費の平均額￥200 を
含む訪問リハビリテーション ￥5,500
市単独
事業
重度身体障害者訪問入浴サービス ￥12,500 ￥14,055
障害者家族支援等推進事業/送迎事業 ￥1,000 ￥1,000
自主
事業
送迎ボランティア
￥2,830 ￥1,000
乗降こみで 1 時間利用し
たケース
￥2,000 ￥2,000
￥1,667
短
期
滞
在
系
支援費 知的障害者短期入所 ￥20,310 1 日あたり
市単独
事業
通所施設ナイトケアサービス事業 ￥25,330 1 泊あたり
障害者家族支援等推進事業/一時介護事業・宿泊介護 ￥9,800 1 泊あたり
居住系 支援費 知的障害者地域生活援助事業 ￥4,382 ￥3,944 1 ヶ月 30 日と仮定し, 1 日あたり
1 ) 費用水準と利用量および利用タイプとの関係
3費用水準のサービス利用量および利用タイプとの関係を, 個別ケースの分析を通して整理す
る.
表 6は 3費用水準に属するケースのコスト総額の平均と利用タイプ別構成割合を示している.
3 水準のケース数を見ると, A群：B群：C群でほぼ 1：2：1の割合で分布している.
20 万円以上の A群は, 通／訪利用時間合計が概ね 60 時間以上と利用水準の高いケースであ
る. 通／訪利用時間合計が 60 時間未満でありながらA群に属する 3ケースをみると, そのうち
の 2ケースは調査期間中に短期入所を 1週間以上利用しているケースであり, 例外的なケースと
いえる. もう 1ケースは, 短期入所を 3日間利用していることに加え, 時間単価の高い訪問入浴
を 2回利用しているケースである. このように, 時間単価の高い短期入所や訪問入浴といった特
定のサービスを利用しているケースでは, 利用量に比して社会的費用が高くなる傾向にある. A
群の利用タイプをみると, 訪問系サービスを利用するタイプⅢ, Ⅳ, Ⅴに限定される. このよう
に訪問系サービスを多利用するケースでは相対的に費用水準が高く, 訪問系サービスの利用量と
その時間単価に影響を受けやすい.
10 万円以上 20 万円未満の B群は, 通／訪利用時間合計が 20 時間から 60 時間の範囲に, 10
万円未満の C群は 20 時間以下に分布している. 利用量が範囲内より多いにもかかわらず費用水
準が低いケース (B群 1ケース, C群 4 ケース) に着目すると, 時間単価の低い通園事業や, デ
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図 10 通・訪利用時間合計とコスト総額 (2W)
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表 6 費用水準別にみる平均コスト総額と利用タイプ別構成割合
ケース数 平均コスト総額
利用タイプ別構成割合 (％)
タイプⅠ タイプⅡ タイプⅢ タイプⅣ タイプⅤ
A群 15 ￥300,067 0.0 0.0 26.7 53.3 20.0
B 群 32 ￥143,407 18.8 18.8 40.6 21.9 0.0
C 群 15 ￥72,074 46.7 13.3 20.0 20.0 0.0
イサービス, あるいは日帰り短期入所
(医療機関以外) を利用しているケース
である. これらの群, とくに C群は, A
群に比べてタイプⅠおよびⅡが占める割
合が高く, 相対的に通所系サービスの利
用時間が長い. このようなケースでは,
費用は通所系サービスの時間単価による
影響が大きいと考えられる. また, C群
では短期滞在系サービスを全く利用して
いないことも, 費用が抑制されている理
由として挙げられる.
2 ) 費用水準と通園事業との関係
ここでは, 今回の調査の糸口とした通
園事業と費用との関係を整理しておく.
図 11 は, サービスに要する費用総額に占める通園事業の費用面でのシェアを示している. B群・
C群では通園事業しか利用していないケースも存在するため, 費用シェアは C群で平均 80.4％,
B 群でも 76.6％と高い. A 群では, 訪問系サービスを多利用しているため通園事業の費用シェ
アは減少するものの, それでも 53.3％と過半数を占める.
このことから, 地域生活を支えるサービス利用に要する費用は, 通園事業の単価設定に依拠し
ていることが示唆される.
3 ) 通園事業の単価を決定づける要因
ここでは, このようにサービス利用に要する費用に影響が大きい通園事業の単価が設定される
要因について整理する.
図 12 は, 5 箇所の通園事業所と支援費制度によるデイサービス, ホームヘルプ (身体介護)
の 1時間あたりの単価を比較したものである. 同じ通所系サービスのデイサービスと比較して通
園事業の単価が高いことが特徴といえる.
さらに同じ通園事業であっても, 事業所格
差が大きい. 特に, 通園事業所 a, b およ
び d では, ホームヘルプより高い単価設
定になっている. このことは, ｢集合的利
用である通所系サービスのほうが, 個別的
利用である訪問系サービスに比べてコスト
パフォーマンスが高い｣ という論理を覆し
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図 11 費用水準別にみる通園事業の費用シェア
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表 7 費用水準別にみる通園事業コストと費用シェア
コスト総額
(平均)
通園事業コスト
(平均)
通園事業の
費用シェア
A群 ￥300,067 ￥160,072 53.3%
B 群 ￥143,407 ￥109,816 76.6%
C 群 ￥72,074 ￥57,955 80.4%
図 12 通所系サービスの 1時間あたりの単価の比較
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ている. その要因は, 通園事業の利用者である重症心身障害者は, 吸引などの医療的ケア, 頻回
な体位保持など個別的なケアを必要とする要素が高く, 集合的利用であっても, 常時個別的な対
応が必要とされることにあると考えられる.
表 8は, 通園事業所ごとの利用者の障害の程度を整理したものである. 通園事業の単価が高い
事業所 a および b は, 他の通園事業所に比べて超重症児スコアが高い傾向にある. このような
医療的ケアの必要性が事業費, とくに人件費の膨張へとつながっていることが考えられる.
5－3 費用構成に占める支援費制度のシェア
ここでは, 費用総額と支援費制度との
関係を整理する.
図 13 および表 9 は, 支援費制度によ
るサービスに要した費用と費用総額に占
めるシェアを示している. B群 17.5％,
C 群 10.4％と低く, 費用水準が高い A
群では 38.8％と支援費のシェアも上昇
する.
費用構造をより詳細に把握するため,
費用を支援費および支援費外の費用に分
け, さらに通所系サービス, 訪問系サー
ビスおよびその他のサービスとサービス
機能別に細分化したものが図 14 である.
もっとも費用シェアが大きいのは, 支援
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表 8 通園事業別にみる利用者の障害程度
通園事業事業所
平均年齢
(SD)
性 別
障 害 程 度
大 島 分 類 超重症児スコア
男 女 1～4 5～9 10～25 25 以上 10～24 9 以下
A型
通園事業
a. 26.0 23 13 27 4 5 2 15 19
(n＝36) (SD±8.2) (75.0%) (11.1%) (13.9%) (5.5%) (41.7%) (52.8%)
B 型
通園事業
b. 26.0 4 2 6 0 0 0 3 3
(n＝6) (SD±9.2) (100%) (0%) (0%) (0%) (50.0%) (50.0%)
c. 24.7 1 5 6 0 0 1 1 4
(n＝6) (SD±3.9) (100%) (0%) (0%) (16.7%) (16.7%) (66.6%)
d. 25.5 3 3 6 0 0 0 1 5
(n＝6) (SD±7.8) (100%) (0%) (0%) (0%) (16.7%) (83.3%)
e. 25.5 3 5 7 1 0 0 0 8
(n＝6) (SD±9.7) (87.5%) (12.5%) (0%) (0%) (0%) (100%)
総数 25.7 34 28 52 5 5 3 20 39
(n＝62) (SD±7.9) (83.9%) (8.1%) (8.0%) (4.8%) (32.3%) (62.9%)
図 13 費用水準別にみる支援費事業の費用シェア
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表 9 費用水準別にみる支援費事業コストと費用シェア
コスト総額
(平均)
支援費コスト
(平均)
支援費の
費用シェア
A群 ￥300,067 ￥116,279 38.8%
B 群 ￥143,407 ￥25,163 17.5%
C 群 ￥72,074 ￥7,514 10.4%
費外の通所系サービスである. これは,
前節で整理した通園事業のシェアとほ
ぼ一致する. 次にシェアが大きいのは
C群を除くと支援費による訪問系サー
ビスである. 訪問系サービスでは, 支
援費が支援費外を上回っている.
このことから, 今回の調査対象者に
限っていうなら, 支援費制度は重症心
身障害者が地域社会で生活していくことを単独で支えていく仕組みとはなり得てはいない. しか
し, 通園事業を核とするサービスパッケージを, 訪問系サービスを中心として補完する役割を担っ
ているといえる.
5－4 費用から捉えた施設入所との比較
ここまでは, 地域生活を支えるサービスを費用という側面で捉えてきた. ここで改めて, 地域
生活の対極にある施設入所に要する費用との比較に関心を寄せる. 具体的事例として, 調査対象
施設のひとつである事業所 a を取り上げ, 併設する重症心身障害児施設の入所者と, 通園事業
利用者との 1ヶ月間に要した費用を, 医療費も含めて比較分析することを試みている.
調査対象は, 通園事業利用者 (以下, 在宅群とする) 34 名, 重症心身障害児施設入所者 (以
下, 入所群とする) 27 名である. 通園事業利用者に関しては, 前節までと同じ対象であるが,
医療費のデータが入手できなかった 2名を除いている. 調査期間は平成 16 年 6 月の 1 ヶ月間で
ある. 両群ともに 18 歳以上に限定し, 平均年齢は在宅群 25.8 歳 (SD±8.0), 入所群 28.7 歳 (S
D±10.4) と入所群のほうがやや高い. 図 15 および 16 は, 2 群の障害程度を比較したものであ
る. 入所群のほうがやや重篤な層が多い.
1 ) 施設入所に要する費用
入所群の費用は, 最高￥1,353,554, 最低￥750,490, 平均￥979,332 である. 100 万円を境界と
して 2費用水準に分類すると, 高水準の群は平均￥1,130,366, 低水準の群は平均￥875,497 であ
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図 14 費用水準別にみる財源別費用構成
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図 15 2 群の障害の程度 (大島分類) 図 16 2 群の障害の程度 (超重症児スコア)
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る.
入所群の費用構造の特徴は, 措置費がほぼ一
定額であり, 医療費によりケース格差が生じて
いることである (図 17). その結果, 入所群で
は超重症児スコアが高いケースほど費用が高く
なる傾向にある (図 18,図 19). 入所群の医療
費には入院費や, 検査や処置費, 薬価等といっ
た特掲料に加え, 食事療養費などの日常生活に
必要な費用が含まれていることから, 膨張して
いるものと考えられる.
2 ) 2 群間の費用の比較
1ヶ月あたりの費用を 2群間で比較すると, 平均費用総額が在宅群￥373,336, 入所群￥979,33
2 と入所群が有意に高い. 在宅群の上位 1ケースは調査期間中ずっと短期入所を利用しており例
外的なケースとして除外すると, 在宅群で最も高いケースは￥859,181 となり, 入所群の低水準
群の平均以下である.
このケースは 4－2で設定した地域生活支援の費用水準では 2週間で 20 万円以上ともっとも高
水準のA群に属する. これらのことから, 重症心身障害者が地域社会で生活していくことに要
する費用は, ほとんどのケースで施設入所の低水準以下であることが示唆される.
しかし, もちろん地域生活における費用には, 家族介護者の無償の労働を基盤としているとい
う事実がある. 重症心身障害者の場合には, この無償の労働は ｢見守り｣ も含めれば 24 時間全
てが介護時間といってもよい状況にある. 自宅での生活では, その介護負担が母親を中心とした
家族介護者に委ねられている. 地域生活を選択してきた介護者が高齢化を迎えている現状におい
て, 通所系サービスの利用が困難な時間帯を中心としたサービス展開が今後の課題であると考え
る. また, 地域社会にある自宅以外の場, すなわちグループホームなどでの生活を考えるにあた
り, これらの ｢見守り｣ の単価をいかに設定するかが, 課題になってくるものと思われる.
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図 17 入所群の費用とその構成
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図 18 入所群の障害の程度と費用との関係 (大島分類) 図 19 入所群の障害の程度と費用との関係 (超重症児スコア)
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第 6章 まとめ
本調査研究では, 重症心身障害者が地域社会のなかで生活することを支えるサービス利用の実
態に関する実証的な調査結果に基づいて, サービス利用の総量把握とその形成要因, さらには地
域生活との関連をまとめておきたい.
まず, サービス利用の総量把握とその形成要因について 3点が指摘できる.
第 1は, サービスの利用実態が, 大島分類や超重症児スコアといった重症心身障害の既存の障
害程度指標と必ずしも対応関係にないということである. 介護保険制度との統合の論議のなかで,
要介護度をいかに設定するかが制度設計上の課題となってくるであろう. 今回の調査結果では,
要介護度すなわちサービス利用実態が既存の障害程度分類だけでは説明がつかないということを
示している. 本研究では, 要介護度の指標として, 介護者の状況や排泄・食事介助の必要性といっ
た臨床像を仮説的に設定して, サービス利用実態との関係を確認したが, 明確な対応関係は見出
せていない. 障害者のサービス利用に影響を及ぼす因子に関して, 今後の研究の課題としたい.
第 2は, 重症心身障害者のサービス利用を費用面からみると, 概ね 3つの水準に分かれている
ことである. 平均的にみて 2週間で￥164,000 (1 ヶ月に換算して約 35 万円) を要し, 費用の分
布状況は, 20 万円以上, 10～20 万円未満, 10 万円未満の 3水準に, 概ね 1：2：1となっている.
こうした費用分布は, 通所系サービスと訪問系サービスの利用時間を合計した利用水準とほぼパ
ラレルな関係にある. 高水準の利用ケース (2 週間：20 万円以上) では, 通所系サービスのみを
利用しているケースはなく, 訪問系サービスや居住系サービスを組み合わせて利用しており, 低
水準層では通所系サービスのみを利用しているケースの占める割合が高い. なお, これらの費用
水準の分布は 5調査対象事業者に一貫しており, 事業者に規定されているものではない.
第 3に, 供給費用の単価という点からみると, 通園事業といった重症心身障害に特化したサー
ビス単価は高くなり, 総費用額を押し上げることになっている. しかし, こうした高水準の利用
ケースでも, 同様に重症心身障害に特化した施設入所と比較すると, 施設入所ケースのもっとも
低水準の層と同等かそれ以下の水準であることが明らかになった. もちろん, これらのサービス
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図 20 在宅群の社会的費用とその構成
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供給費用には, 母親を中心とした家族介護者の無償の労働を基盤としているという事実がある.
次に ｢サービスパッケージ｣ の分類 (利用タイプⅠ～Ⅴ) と地域生活の形成の関連について触
れておきたい. 本調査研究の結果は, サービスのパッケージ化による利用タイプⅠ～Ⅴの形成が,
供給費用の上昇を伴うということを示すとともに, 地域生活の高まりであることを示している.
必ずしも障害が重度のケースが高費用水準にあるわけではないという事実を踏まえると, 供給費
用を規定しているのは, 障害の程度ではなく, むしろサービスのパッケージ化そのものだといえ
る. 供給費用が 2 週間で 10 万円未満と低水準にとどまっているケースは, 62 ケース中 15 ケー
スと高水準のケースと同程度に存在している. これらの利用ケースは低水準として固定的ではな
く, むしろ形成の途上にあると考えられる.
高水準層のサービスパッケージの特性の 1つとして, 通園事業の費用シェアが相対的に低いこ
とが挙げられる. 地域生活を支えるサービスを, ｢日中活動｣, ｢日常生活行為｣, ｢家族からの自
立｣ というサービスの利用目的で整理するなら, 通園事業は日中活動であり, その費用シェアが
低いことは, 日中活動以外のシェア, すなわち日常生活行為における介護支援や家族からの自立
を支えるサービスの利用が促進されていることを示している. 高水準層では, 通園事業の利用
(絶対量としては最も高い) によって日中活動の密度が高まっていることに加え, 家族からの自
立というもう一つの方向性をもって, 地域生活が形づくられているといえる. 後者の家族からの
自立の要素として訪問系サービスを捉えると, 低水準の利用ケースでは, 特に訪問系サービスの
利用が促進されず, 家族内で介護を完結しているケースが目立つ. こうした閉鎖的な家族介護の
状況では, 母親は子どもの介護に常時拘束され, 社会から孤立した状況に陥りがちとなる. また
このことは, 母親が子どもの介護の中に自分の存在価値を見出すことになり, 結果として他者に
介護をゆだねることへの罪悪感と不安を強く抱くという事態を招く. こうしたケースにおいては,
サービス供給資源の拡充といった条件整備だけでは解決に向かわない. ｢自立支援法案｣ では,
複数のサービスの利用が必要な者等に限定してサービス利用計画の作成が検討されている. しか
し, セルフマネジメントできていないためにサービス利用が低水準にとどまっているケースこそ
が, 相談援助事業をもっとも必要としているケースではないかとも考える.
通園事業はサービスパッケージの核となっているが, 一方では, 集合的利用で, 時間的にも制
約のある通園事業では, 日中活動を支えることができたとしても, 単独で家族から自立した地域
生活を支えぬくことはできないということを, 本調査結果は示唆している.
本調査研究の対象とした重症心身障害者の地域生活は, 起点となる通園事業と, サービスのパッ
ケージ化を誘導する訪問系サービス特にホームヘルプの利用が支援の中核をなしていた. こうし
たサービスパッケージの形成と, 地域生活の実現とがどのような関係になっているのか. 高水準
層に注目すると, 通園事業を頻回に利用することによって ｢日中活動｣ の確保・充実による地域
社会との関係が作られ, それに訪問系サービスが組み合わさることで, 自宅での ｢日常生活行為｣
を支える支援が確保される. 家族介護からの自立した時間の拡大として地域生活を捉えるとすれ
ば, その方向にサービスパッケージの形成がみられる.
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知的障害者のグループホームに端を発する ｢地域生活｣ の概念をそのまま重症心身障害者に用
いることは, 供給資源の不足等から困難な現状であることは否めない. しかし, タイプⅤでは,
数は少ないものの, グループホームを利用して ｢家族からの自立生活｣ の支援が成立している.
また, この段階に至らずとも, 通所系サービスを利用することは家族から自立した時間を拡大し
ている. この事実は, 限定的であっても ｢地域生活｣ というゴールを重症心身障害者においても
設定することが可能なことを示しており, 高水準のサービスパッケージは, 提供機関がこの課題
を克服しようとしている姿を表している. そして, 重症心身障害者が施設入所に至らず地域社会
で生活し続けていくためにサービスをパッケージ化し, その供給費用をもって利用の上限設定が
なされることが重要といえる.
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